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(57)【要約】
【課題】分散剤を大量に添加することなく長期間の繰り
返し使用に対しても、機械的／電気的耐久性に優れ、画
像濃度の低下やキズに伴う白スジや黒スジ等の異常画像
が発生しない高耐久な感光体およびそれを備えた画像形
成装置を提供することを課題とする。
【解決手段】導電性支持体上に感光層を有する積層型電
子写真感光体において、該感光体の最外層が、照射線量
１００ｋＧｙ～１００００ｋＧｙの電子線で照射したフ
ッ素系樹脂粒子を含有することを特徴とする電子写真感
光体により、上記課題を解決する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電性支持体上に感光層を有する積層型電子写真感光体において、該感光体の最外層が
、照射線量１００ｋＧｙ～１００００ｋＧｙの電子線で照射したフッ素系樹脂粒子を含有
することを特徴とする電子写真感光体。
【請求項２】
　前記最外層が電荷輸送層または表面保護層である請求項１に記載の電子写真感光体。
【請求項３】
　前記フッ素系樹脂粒子が４フッ化エチレン微粒子である請求項１または２に記載の電子
写真感光体。
【請求項４】
　前記フッ素系樹脂粒子が平均一次粒径０．２～１．０μｍを有する請求項１～３のいず
れか１つに記載の電子写真感光体。
【請求項５】
　前記フッ素系樹脂粒子が、最外層の全固形分に対して４．０～２５．０重量％含有され
ている請求項１～４のいずれか１つに記載の電子写真感光体。
【請求項６】
　前記最外層が、分散剤としてフッ素系グラフトポリマーを含有する請求項１～５のいず
れか１つに記載の電子写真感光体。
【請求項７】
　前記フッ素系樹脂粒子が溶剤と共に高圧状態に昇圧され、高圧の液衝突により粉砕及び
分散されたものである請求項１～６のいずれか１つに記載の電子写真感光体。
【請求項８】
　前記フッ素系樹脂粒子が、照射線量１００ｋＧｙ～１００００ｋＧｙの電子線照射した
後、含水処理をしたものである請求項１～７のいずれか１つに記載の電子写真感光体。
【請求項９】
請求項１～８のいずれか１つに記載の電子写真感光体と、前記電子写真感光体を帯電させ
る帯電手段と、帯電された前記電子写真感光体を露光して静電潜像を形成する露光手段と
、露光によって形成された前記静電潜像を現像してトナー像を形成する現像手段と、現像
によって形成された前記トナー像を記録媒体上に転写する転写手段と、転写された前記ト
ナー像を前記記録媒体上に定着して画像を形成する定着手段と、前記電子写真感光体に残
留するトナーを除去し回収するクリーニング手段を少なくとも備えたことを特徴とする画
像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真感光体およびそれを備えた画像形成装置に関する。より詳細には、
本発明は、電子写真方式の画像形成に用いられる、優れた耐久性を有する電子写真感光体
およびそれを備えた画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機感光体は、可視光から赤外光まで各種露光光源に対応した材料が開発し易いこと、
環境汚染のない材料を選択できること、製造コストが安いことなどの利点がある反面、機
械的強度や化学的な耐久性が低く、多数枚のプリント時に感光体の静電特性の劣化や表面
の傷の発生などを起こし易いという欠点を有する。
　すなわち、有機感光体の表面には、帯電手段、現像手段、転写手段およびクリーニング
手段などにより、電気的および機械的な外力が直接加えられる。また、有機感光体は様々
な材料劣化の条件に曝されるため、それらに対する耐久性が要求される。
【０００３】
　具体的には、摩擦による感光体表面の摩耗や傷の発生、コロナ帯電時に発生するオゾン
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などの活性酸素、チッソ酸化物による表面の劣化に対する耐久性が要求されるが、現状の
感光体では不十分である。
　上記のような耐久性の問題を解決するために、フッ素樹脂微粒子を含有した感光体が提
案されている（例えば特許文献１および２）。
　しかしながら、これらの耐摩耗性の改良技術は、画像形成を繰り返し、多数枚の複写画
像を形成すると、画像濃度の低下やキズの発生に伴う白スジや黒スジが顕著にみられ、別
の課題を発生させている。
【０００４】
　すなわち、従来のフッ素樹脂微粒子を含有する感光体では、フッ素樹脂微粒子の凝集性
が非常に強いため、フッ素樹脂微粒子の粗大粒子の存在を避けることは困難であった。そ
のため、クリーニングブレードで摩耗すると粗大粒子部分により感光体上にスジ状のキズ
が入り、画像上には白スジもしくは黒スジが発生しやすくなる。また、感光体を長期に亘
って使用した場合、初期的には表面に粗大粒子が出ていなくても表面層が摩耗することで
フッ素微粒子の粗大粒子が表面に出てくることがあり、この場合もスジ状欠陥が発生しや
すくなる。また、このような粗大粒子は、分散剤を多く含有することで減らすことが出来
るが、電気特性の悪化を引き起こし、画像濃度が低下しやすくなる。特に、繰り返し使用
していると顕著に画像濃度が低下しやすくなる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００５－２７５３７３号公報
【特許文献２】特開２００６－１８４７４５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上記特許文献１および２に記載の方法によれば、フッ素系樹脂粒子の分散により表面層
の摩擦係数を低下し、耐摩耗性や耐キズ性に対する耐久性が向上することが出来ると記載
されている。しかしながら、長期に亘って繰り返し使用した場合、フッ素微粒子の分散性
が悪いことに起因する感光体表面のキズが発生し、白スジや黒スジの異常画像が発生しや
すい。
　フッ素樹脂微粒子の分散性はフッ素化グラフトポリマー等の分散剤を大量に添加するこ
とで向上されるが、その場合は繰り返し使用時に電気特性悪化に伴う画像濃度の低下を引
き起こしたりする。
　したがって、本発明は、分散剤を大量に添加することなく長期間の繰り返し使用に対し
ても、機械的／電気的耐久性に優れ、画像濃度の低下やキズに伴う白スジや黒スジ等の異
常画像が発生しない高耐久な感光体およびそれを備えた画像形成装置を提供することを課
題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、上記の課題を解決するために鋭意検討を行った結果、感光体の最外層に
照射線量１００ｋＧｙ～１００００ｋＧｙの電子線で照射したフッ素系樹脂粒子を含有さ
せることにより、機械的／電気的耐久性に優れ、画像濃度の低下やキズに伴う白スジや黒
スジ等の異常画像の発生がない高耐久な感光体が得られることを見出し、本発明を完成す
るに至った。
【０００８】
　かくして、本発明によれば、導電性支持体上に感光層を有する積層型電子写真感光体に
おいて、該感光体の最外層が、照射線量１００ｋＧｙ～１００００ｋＧｙの電子線で照射
したフッ素系樹脂粒子を含有することを特徴とする電子写真感光体が提供される。
【０００９】
　また、本発明によれば、上記の感光体と、前記感光体を帯電させる帯電手段と、帯電さ
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れた前記感光体を露光して静電潜像を形成する露光手段と、露光によって形成された前記
静電潜像を現像してトナー像を形成する現像手段と、現像によって形成された前記トナー
像を記録媒体上に転写する転写手段と、転写された前記トナー像を前記記録媒体上に定着
して画像を形成する定着手段と、前記感光体に残留するトナーを除去し回収するクリーニ
ング手段を少なくとも備えたことを特徴とする画像形成装置が提供される。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、長期間の繰り返し使用に対しても、画像濃度の低下やキズに伴う白ス
ジや黒スジ等の異常画像の発生がない高耐久な感光体およびそれを備えた画像形成装置を
提供することができる。すなわち、本発明によれば、耐刷性に優れ、長期の使用にわたっ
ても電気的安定性を保持し、画像上の劣化などが発生しない、安定した感光体およびそれ
を用いた画像形成装置を提供することができる。
【００１１】
　照射線量１００ｋＧｙ～１００００ｋＧｙの電子線で照射したフッ素系樹脂粒子を用い
ることで粗大粒子の凝集を防ぐことが出来るのは、電子線を照射することでフッ素系樹脂
粒子の表面が改質したためと考えられる。凝集性が改善していることから、表面に酸素原
子を含む官能基が生成していると推察される。
　さらに、検討を進めたところ従来のフッ素樹脂微粒子が持つ摩擦係数低下効果に伴う耐
摩耗性の向上性能は維持したままであることがわかった。これは、電子線は透過力が弱い
ため、フッ素系樹脂粒子の表面のみを改質することが出来たためと考えられる。
　一方、特許文献２には、ガンマ線照射によるフッ素樹脂微粒子の改質が提案されている
が、ガンマ線は透過力が強いためフッ素樹脂微粒子の内部まで改質してしまい結晶性の低
下を引き起こすことが考えられる。このため、フッ素樹脂微粒子が持つ摩擦係数低下効果
をなくしてしまうため、耐摩耗性が悪化すると推察される。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の感光体の要部の構成を示す模式側面図の一例である。
【図２】本発明の感光体の要部の構成を示す模式側面図の一例である。
【図３】本発明の感光体の要部の構成を示す模式側面図の一例である。
【図４】本発明の画像形成装置の要部の構成を示す模式側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明のフッ素系樹脂は、分子内に炭素－フッ素結合を有する熱可塑性プラスチックで
あり、ポリオレフィンの水素原子のすべてあるいは大部分がフッ素原子によって、あるい
はフッ素原子の一部がさらに塩素原子によって置換された構造を有する。
　フッ素系樹脂としては、４フッ化エチレン樹脂、パーフロロアルコキシ樹脂、３フッ化
塩化エチレン樹脂、６フッ化エチレンプロピレン樹脂、フッ化ビニル樹脂、フッ化ビニリ
デン樹脂及び２フッ化２塩化エチレン樹脂並びにこれらの共重合体から選ばれる１種また
は２種以上の樹脂からなるのが好ましい。特に電気特性の面から４フッ化エチレン樹脂が
好ましい。
【００１４】
　本発明の感光体は、該感光体の最外層に照射線量１００ｋＧｙ～１００００ｋＧｙの電
子線で照射したフッ素系樹脂粒子を含有することを特徴とする。
　前記最外層は、電荷輸送層または表面保護層である。
【００１５】
　本発明の感光体は、照射線量１００ｋＧｙ～１００００ｋＧｙの電子線で照射した後、
含水処理をしたフッ素系樹脂粒子を用いることで、より粗大粒子の発生を抑制することが
出来る。これは、電子線照射した後、フッ素系樹脂粒子表面が改質されているが水に浸け
ることで酸素原子を含む官能基がより発生しやすくなっているからであると推察される。
【００１６】
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　本発明の感光体は、フッ素系樹脂粒子が４フッ化エチレン微粒子であることでさらに優
れた耐刷性および耐傷性を良好にすることが出来る。
　本発明の感光体は、フッ素系樹脂粒子が０．２～１．０μｍの平均一次粒径であること
でさらに優れた耐刷性および耐傷性を良好にすることが出来る。
　本発明の感光体は、最外層中に含まれるフッ素系樹脂粒子が、最外層の全固形分に対し
て４．０～２５．０重量％含有されていることでより良好な耐刷性、耐傷性および電気特
性を得ることが出来る。
【００１７】
　本発明の感光体は、分散剤としてフッ素系グラフトポリマーを含有することで、よりフ
ッ素系樹脂粒子の粗大粒子の発生を抑制することが出来る。
　さらに、本発明の感光体は、最外層に含まれるフッ素系樹脂粒子が溶剤と共に高圧状態
に昇圧され、高圧の液衝突により粉砕及び分散されたものであることで、より粗大粒子の
発生を抑制することが出来る。
　最外層が含有するフッ素系樹脂粒子は、特に限定されず、後述する実施例で用いたよう
な市販品を用いることができる。
　フッ素系樹脂粒子への電子線照射は、電子線照射装置、例えば、関西電子ビーム株式会
社製の１０Ｍｅｖ電子線照射装置を用いて行うことができ、照射線量の調整は、一定時間
照射して線量計で線量を確認する操作の繰り返し（パス回数）によって行われ得る。
　電子線照射線量が１００ｋＧｙより少ないと粗大粒子防止効果が見られず、１００００
ｋＧｙより多いとフッ素系樹脂粒子の結晶性が低下し、フッ素系樹脂粒子が持つ摩擦係数
低下効果をなくしてしまうため、耐摩耗性が悪化する。
【００１８】
　フッ素系樹脂粒子の平均一次粒径は、例えば、株式会社日立製作所社製、型式：Ｈ－７
１００ＦＡのような透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）などを用いて、粒子の粒径を測定する通
常の方法で観察することにより確認することができる。
　具体的には、常温硬化性のエポキシ樹脂中に粒子を充分分散させた後、包埋し、硬化さ
せて、ブロック状の試料を作製する。作製したブロックをダイヤモンド歯を備えたミクロ
トームを用いて、厚さ８０～２００ｎｍの薄片状に切り出して測定用試料を作製する。
　次いで、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）を用いて１００００倍に拡大し、粒子を写真撮影
し、例えば、画像処理装置（ニコレ社製、製品名：ルーゼックスＦ）などを用いて、撮影
された１００個の粒子の画像情報を演算処理して、平均一次粒径を求める。
【００１９】
　本発明のフッ素系樹脂粒子の好ましい平均一次粒径は、耐摩耗性および耐傷性の点で０
．２～１．０μｍ、より好ましくは０．２～０．４μｍである。０．２μｍより小さいと
耐摩耗性に対して十分な効果が得られず、１．０μｍより大きいとキズの発生に伴う白ス
ジや黒スジが発生する場合が出てくる。
　本発明の感光体は、最外層に含まれるフッ素系樹脂粒子が、最外層の全固形分に対して
４．０～２５．０重量％含有されてなるのが好ましい。
　フッ素系樹脂粒子の最外層の全固形分に対する含有量が４．０重量％未満であれば、耐
摩耗性の向上効果が少なく、一方、２５．０重量％を超えると、残留電位の上昇、書き込
み光透過率の低下に伴う画像濃度の低下が大きく問題となることがある。
【００２０】
　最外層にはフッ素系樹脂粒子の分散剤が含有されることがさらに好ましい。分散剤を含
有することで、よりフッ素系樹脂粒子の粗大粒子の発生を抑制することが出来る。分散剤
としては、フッ素系クシ型グラフトポリマーを含むフッ素系グラフトポリマー及びフッ素
系界面活性剤が挙げられる。これらのうち、フッ素系クシ型グラフトポリマーを用いるこ
とが好ましい。
　分散剤の含有量については、フッ素系樹脂粒子の質量に対する割合が、１．０～３．０
重量％であることが好ましく、１．５～２．０重量％であるとより好ましい。含有量が１
．０重量％未満では分散性向上作用が見られず、３．０重量％を超えると、感光体の感度
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が悪化し、特に繰り返し使用時に大きく悪化する。
【００２１】
　フッ素系樹脂粒子を最外層塗液中に分散させるために、ペイントシェーカ、ボールミル
、サンドミル、高圧衝突タイプ等の分散機を用いることができる。
　特に高圧衝突タイプの分散機が凝集防止という意味で好ましい。本発明における高圧状
態に昇圧し、該高圧の液衝突により粉砕及び／又は分散させる（高圧液体衝突分散法）と
は、例えば、微細な流路に流体を圧送し、該微細な流路の吐出口直後の高圧液同士の衝突
、及び高圧液と装置の壁面との衝突により被分散物を粉砕及び／又は分散させることであ
る。このための手段としては、高圧ポンプとこれに配管により接続された複数の小径のオ
リフィスを有する治具と、該オリフィスより液が吐出される際に液同士が衝突すべく加工
された治具により構成される装置を用いることができる。
【００２２】
　このような装置としては、スギノマシン（株）のスターバースト、吉田機械興業（株）
のナノヴェイタ、マイクロフルイディックスのマイクロフルイダイザーが利用できる。衝
突パス回数が増えると、液衝突の発熱が蓄積しやすいことから、分散回路に冷却装置をつ
けるのが望ましい。本発明でいうところの高圧とは、前記高圧ポンプの吐出量、吐出圧と
オリフィス径及び長さ、更には溶媒及び被分散物の粘度によりおおむね決定され、１０～
３００ＭＰａを好適とする。処理の圧力が１０ＭＰａより小さくなると、液同士の衝突エ
ネルギーが足りなく、所望する粒径まで分散できない。一方、処理の圧力が３００ＭＰａ
より大きくなると、液同士の衝突エネルギーが高すぎて、分散物の劣化及び分散液の爆発
等のおそれがある。もっと好ましいのは５０～１５０ＭＰａである。
【００２３】
　次に、本発明の感光体の構成について具体的に説明するが、本発明は以下の説明の形態
により限定されるものではない。
　図１、２および３は本発明の感光体の要部の構成を示す模式断面図である。
　図１の感光体は、導電性材料からなる導電性支持体１１上に中間層１８が形成され、そ
の上に電荷発生物質１２を含有する電荷発生層１５と、電荷輸送物質１３、フッ素系樹脂
粒子２０、バインダ樹脂１７を含有する電荷輸送層１６とが導電性支持体側からこの順で
積層された感光層１４が形成されてなる。
　図２の感光体は、導電性材料からなる導電性支持体１１上に中間層１８が形成され、そ
の上に電荷発生物質１２を含有する電荷発生層１５と、電荷輸送物質１３、バインダ樹脂
１７を含有する電荷輸送層１６、フッ素系樹脂粒子２０を含有する表面保護層１５０とが
導電性支持体側からこの順で積層された感光層１４が形成されてなる。
　図３の感光体は、図２のフッ素系樹脂粒子２０を含有する表面保護層１５０が、さらに
電荷輸送物質１３を含有するものである。
【００２４】
　以下に各層の構成について説明する。
［導電性支持体１１］
　導電性支持体は、感光体の電極としての機能と支持部材としての機能を有し、その構成
材料は、当該技術分野で用いられる材料であれば特に限定されない。
　具体的には、アルミニウム、アルミニウム合金、銅、亜鉛、ステンレス鋼、チタンなど
の金属材料：ポリエチレンテレフタレート、ポリアミド、ポリエステル、ポリオキシメチ
レン、ポリスチレンなどの高分子材料、硬質紙、ガラスなどからなる支持体表面に金属箔
をラミネートしたもの、金属材料を蒸着したもの、導電性高分子、酸化スズ、酸化インジ
ウムなどの導電性化合物の層を蒸着もしくは塗布したものなどが挙げられる。これらの中
でも、ＪＩＳ３００３系、ＪＩＳ５０００系およびＪＩＳ６０００系などのアルミニウム
合金が特に好ましい。
【００２５】
　導電性支持体の形状は、円筒状（ドラム状）に限定されず、シート状、円柱状、無端ベ
ルト状などであってもよい。
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　導電性支持体の表面には、必要に応じて、画質に影響のない範囲内で、陽極酸化皮膜処
理、薬品、熱水などによる表面処理、着色処理、表面を粗面化するなどの乱反射処理が施
されていてもよい。
【００２６】
　乱反射処理は、レーザを露光光源として用いる電子写真プロセスにおいて本発明による
感光体を用いる場合に特に有効である。すなわち、レーザを露光光源として用いる電子写
真プロセスでは、レーザ光の波長が揃っているので、感光体の表面で反射されたレーザ光
と感光体の内部で反射されたレーザ光とが干渉を起こし、この干渉による干渉縞が画像に
現れて画像欠陥の発生することがある。そこで、導電性支持体の表面に乱反射処理を施す
ことにより、波長の揃ったレーザ光の干渉による画像欠陥を防止することができる。
【００２７】
［中間層（「下引き層」ともいう）１８］
　本発明の感光体は、導電性支持体１１と感光層１４を含む積層体との間に中間層１８を
有するのが好ましい。
　中間層は、導電性支持体から感光層への電荷の注入を防止する機能を有する。すなわち
、感光層の帯電性の低下が抑制され、露光によって消去されるべき部分以外の表面電荷の
減少が抑えられ、かぶりなどの画像欠陥の発生が防止される。特に、反転現像プロセスに
よる画像形成の際に、白地部分にトナーからなる微小な黒点が形成される黒ポチと呼ばれ
る画像かぶりが発生するのが防止される。
【００２８】
　また、導電性支持体の表面を被覆する中間層は、導電性支持体の表面の欠陥である凹凸
の度合を軽減して表面を均一化し、感光層の成膜性を高め、導電性支持体と感光層との密
着性を向上させることができる。
　中間層は、例えば、樹脂材料を適当な溶剤に溶解させて中間層用塗布液を調製し、この
塗布液を導電性支持体の表面に塗布し、乾燥により有機溶剤を除去することによって形成
できる。
【００２９】
　樹脂材料としては、後述する感光層に含まれるものと同様のバインダ樹脂に加えて、カ
ゼイン、ゼラチン、ポリビニルアルコール、エチルセルロースなどの天然高分子材料など
が挙げられ、これらの１種または２種以上を使用できる。これらの樹脂の中でも、ポリア
ミド樹脂が好ましく、特にアルコール可溶性ナイロン樹脂およびピペラジン系化合物を含
有したポリアミド樹脂が特に好ましい。
　アルコール可溶性ナイロン樹脂としては、例えば６－ナイロン、６,６－ナイロン、６,
１０－ナイロン、１１－ナイロン、２－ナイロンおよび１２－ナイロンなどを共重合させ
た、いわゆる共重合ナイロン、ならびにＮ－アルコキシメチル変性ナイロンおよびＮ－ア
ルコキシエチル変性ナイロンのように、ナイロンを化学的に変性させた樹脂などが挙げら
れる。
【００３０】
　樹脂材料を溶解または分散させる溶剤としては、例えば、水、メタノール、エタノール
、ブタノールなどのアルコール類、メチルカルビトール、ブチルカルビトールなどのグラ
イム類、ジクロロエタン、クロロホルムもしくはトリクロロエタンなどの塩素系溶剤、ア
セトン、ジオキソラン、これらの溶剤を２種以上混合した混合溶剤などが挙げられる。こ
れらの溶剤の中でも、地球環境に対する配慮から、非ハロゲン系有機溶剤が好適に用いら
れる。
【００３１】
　また、中間層用塗布液は、金属酸化物粒子を含んでいてもよい。
　金属酸化物粒子は、中間層の体積抵抗値を容易に調節でき、感光層への電荷の注入をさ
らに抑制できると共に、各種環境下において感光体の電気特性を維持できる。
　金属酸化物粒子としては、例えば、酸化チタン、酸化アルミニウム、水酸化アルミニウ
ム、酸化スズなどが挙げられる。
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　中間層用塗布液におけるバインダ樹脂と金属酸化物粒子との合計重量と溶剤の重量との
比率は、１／９９～４０／６０が好ましく、２／９８～３０／７０が特に好ましい。
　また、バインダ樹脂の重量と金属酸化物粒子の重量との比率は、９０／１０～１／９９
が好ましく、７０／３０～５／９５が特に好ましい。
【００３２】
　中間層用塗布液の塗布方法は、塗布液の物性および生産性などを考慮に入れて最適な方
法を適宜選択すればよく、例えば、ディップコート法、スプレー法、ノズル法、バーコー
ト法、ロールコート法、ブレード法、リング法および浸漬塗布法などが挙げられる。
　これらの塗布方法の中でも、浸漬塗布法は、塗布液を満たした塗工槽に基体を浸漬した
後、一定速度または逐次変化する速度で引上げることによって基体の表面に層を形成する
方法であり、比較的簡単で、生産性および原価の点で優れているので、感光体の製造に好
適に用いることができる。浸漬塗布法に用いる装置には、塗布液の分散性を安定させるた
めに、超音波発生装置に代表される塗布液分散装置が設けられていてもよい。
【００３３】
　塗膜の乾燥工程における温度は、使用した有機溶剤を除去し得る温度であれば特に限定
されないが、５０～１４０℃が適当であり、８０～１３０℃が特に好ましい。
　乾燥温度が５０℃未満では、乾燥時間が長くなることがある。また、乾燥温度が１４０
℃を超えると、感光体の繰返し使用時の電気的特性が悪化して、得られる画像が劣化する
おそれがある。
　このような感光層の製造における温度条件は、中間層のみならず後述する感光層などの
層形成や他の処理においても共通する。
【００３４】
　中間層の膜厚は特に限定されないが、０.０１～２０μｍが好ましく、０.０５～１０μ
ｍが特に好ましい。
　中間層の膜厚が０．０１μｍ未満では、中間層として実質的に機能しなくなり、導電性
支持体の欠陥を被覆して均一な表面性を得ることができず、導電性支持体からの感光層へ
の電荷の注入を防止することができなくなるおそれがある。一方、中間層の膜厚が２０μ
ｍを超えると、均一な中間層を形成し難く、また感光体の感度も低下するおそれがある。
　なお、導電性支持体の構成材料がアルミニウムの場合には、アルマイトを含む層（アル
マイト層）を形成し、中間層とすることができる。
【００３５】
［電荷発生層１５］
　電荷発生層は、画像形成装置などにおいて半導体レーザ光などの照射された光を吸収す
ることによって電荷を発生する機能を有し、電荷発生物質を主成分とし、必要に応じてバ
インダ樹脂や添加剤を含有する。
　電荷発生物質としては、当該分野で用いられる化合物を使用できる。
【００３６】
　具体的には、モノアゾ系顔料、ビスアゾ系顔料およびトリスアゾ系顔料などのアゾ系顔
料；インジゴおよびチオインジゴなどのインジゴ系顔料；ペリレンイミドおよびペリレン
酸無水物などのペリレン系顔料；アントラキノンおよびピレンキノンなどの多環キノン系
顔料；オキソチタニウムフタロシアニンなどの金属フタロシアニンおよび無金属フタロシ
アニンなどのフタロシアニン系顔料；スクアリリウム色素、ピリリウム塩類、チオピリリ
ウム塩類、トリフェニルメタン系色素などの有機光導電性材料；ならびにセレンおよび非
晶質シリコンなどの無機光導電性材料などが挙げられ、露光波長域に感度を有するものを
適宜選択して用いることができる。これらの電荷発生物質は１種を単独でまたは２種以上
を組み合わせて用いることができる。
【００３７】
　電荷発生層は、結着性を向上させる目的でバインダ樹脂を含有していてもよい。
　バインダ樹脂としては、当該分野で用いられる結着性を有する樹脂を使用でき、電荷発
生物質との相溶性に優れるものが好ましい。
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　具体的には、ポリエステル、ポリスチレン、ポリウレタン、フェノール樹脂、アルキッ
ド樹脂、メラミン樹脂、エポキシ樹脂、シリコーン樹脂、アクリル樹脂、メタクリル樹脂
、ポリカーボネート、ポリアリレート、フェノキシ樹脂、ポリビニルブチラール、ポリビ
ニルホルマール、これらの樹脂を構成する繰返し単位のうちの２つ以上を含む共重合体樹
脂などが挙げられる。共重合体樹脂としては、例えば塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体樹
脂、塩化ビニル－酢酸ビニル－無水マレイン酸共重合体樹脂およびアクリロニトリル－ス
チレン共重合体樹脂などの絶縁性樹脂などが挙げられる。バインダ樹脂はこれらに限定さ
れるものではなく、この分野において一般に用いられる樹脂をバインダ樹脂として使用す
ることができる。これらのバインダ樹脂は１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて使
用することができる。
【００３８】
　電荷発生物質とバインダ樹脂との配合比率は、電荷発生物質の割合が１０～９９重量％
の範囲にあることが好ましい。電荷発生物質の割合が１０重量％未満であると、感度が低
下することがある。また、電荷発生物質の割合が９９重量％を超えると、電荷発生層の膜
強度が低下するだけでなく、電荷発生物質の分散性が低下して粗大粒子が増大し、露光に
よって消去されるべき部分以外の表面電荷が減少して画像欠陥、特に白地にトナーが付着
し微小な黒点が形成される黒ポチと呼ばれる画像のかぶりが多くなることがある。
【００３９】
　電荷発生層は、公知の乾式法および湿式法により形成することができる。
　乾式法としては、例えば、電荷発生物質を導電性支持体上に形成された中間層の表面に
真空蒸着する方法が挙げられる。
　湿式法としては、例えば、電荷発生物質、必要に応じてバインダ樹脂および添加剤を適
当な有機溶剤に溶解または分散して電荷発生層用塗布液を調製し、この塗布液を導電性支
持体上または導電性支持体上に形成された中間層の表面に塗布し、次いで乾燥して溶剤を
除去する方法が挙げられ、生産性の点で湿式法が好ましい。
【００４０】
　溶剤としては、例えばジクロロメタン、ジクロロエタンなどのハロゲン化炭化水素類；
アセトン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノンなどのケトン類；酢酸エチル、酢酸ブ
チルなどのエステル類；テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）、ジオキサンなどのエーテル類；
１,２－ジメトキシエタンなどのエチレングリコールのアルキルエーテル類；ベンゼン、
トルエン、キシレンなどの芳香族炭化水素類；Ｎ,Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ,Ｎ－ジ
メチルアセトアミドなどの非プロトン性極性溶剤などが挙げられる。これらの溶剤の中で
も、地球環境に対する配慮から、非ハロゲン系有機溶剤が好適に用いられる。これらの溶
剤は１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて使用することができる。
【００４１】
　バインダ樹脂溶液中に電荷発生物質を分散させる前に、電荷発生物質は、予め粉砕機に
よって粉砕処理されていてもよい。粉砕処理に用いられる粉砕機としては、ボールミル、
サンドミル、アトライタ、振動ミルおよび超音波分散機などが挙げられる。
　電荷発生物質をバインダ樹脂溶液中に溶解または分散させるために、ペイントシェーカ
、ボールミルおよびサンドミルなどの分散機を用いることができる。このとき、容器およ
び分散機を構成する部材から摩耗などによって不純物が発生し、塗布液中に混入しないよ
うに、分散条件を適宜設定するのが好ましい。
　その他の工程やその条件は、中間層の形成に準ずる。
【００４２】
　電荷発生層の膜厚は、特に限定されないが、好ましくは０．０５～５μｍ、より好まし
くは０．１～１μｍである。
　電荷発生層の膜厚が０.０５μｍ未満であると、光吸収の効率が低下し、感光体の感度
が低下するおそれがある。また、電荷発生層の膜厚が５μｍを超える場合には、電荷発生
層内部での電荷移動が感光層表面の電荷を消去する過程の律速段階となり、感光体の感度
が低下するおそれがある。
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【００４３】
［電荷輸送層１６］
　電荷輸送層は、電荷発生物質で発生した電荷を受入れ感光体表面まで輸送する機能を有
し、電荷輸送物質およびバインダ樹脂、必要に応じて添加剤を含有する。
　電荷輸送物質１３としては、当該分野で用いられる化合物を使用できる。
【００４４】
　具体的には、カルバゾール誘導体、ピレン誘導体、オキサゾール誘導体、オキサジアゾ
ール誘導体、チアゾール誘導体、チアジアゾール誘導体、トリアゾール誘導体、イミダゾ
ール誘導体、イミダゾロン誘導体、イミダゾリジン誘導体、ビスイミダゾリジン誘導体、
スチリル化合物、ヒドラゾン化合物、多環芳香族化合物、インドール誘導体、ピラゾリン
誘導体、オキサゾロン誘導体、ベンズイミダゾール誘導体、キナゾリン誘導体、ベンゾフ
ラン誘導体、アクリジン誘導体、フェナジン誘導体、アミノスチルベン誘導体、トリアリ
ールアミン誘導体、トリアリールメタン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、スチルベン
誘導体、エナミン誘導体、ベンジジン誘導体、これらの化合物から誘導される基を主鎖ま
たは側鎖に有するポリマー（ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール、ポリ－１－ビニルピレン、
エチルカルバゾール－ホルムアルデヒド樹脂、トリフェニルメタンポリマー、ポリ－９－
ビニルアントラセンなど）、ポリシランなどが挙げられる。これらの電荷輸送物質は１種
を単独でまたは２種以上を組み合せて使用することができる。
【００４５】
　電荷輸送層に用いられるバインダ樹脂としては、当該分野で用いられる結着性を有する
樹脂を使用でき、電荷発生物質との相溶性に優れるものが好ましい。
　具体的には、例えば、ポリメチルメタクリレート、ポリスチレン、ポリ塩化ビニルなど
のビニル重合体樹脂およびそれらの共重合体樹脂、ならびにポリカーボネート、ポリエス
テル、ポリエステルカーボネート、ポリスルホン、フェノキシ樹脂、エポキシ樹脂、シリ
コーン樹脂、ポリアリレート、ポリアミド、ポリエーテル、ポリウレタン、ポリアクリル
アミド、フェノール樹脂などの樹脂、これらの樹脂を部分的に架橋した熱硬化性樹脂など
が挙げられる。これらのバインダ樹脂は１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて使用
することができる。
　これらの中でも、ポリスチレン、ポリカーボネート、ポリアリレートおよびポリフェニ
レンオキサイドは、体積抵抗値が１０13Ω以上であって電気絶縁性に優れ、かつ成膜性、
電位特性などにも優れるので好ましく、ポリカーボネートが特に好ましい。
【００４６】
　電荷輸送物質とバインダ樹脂との重量比率は、好ましくは１０／１２～１０／３０で用
いられる。
　この比率が１０／３０未満でありバインダ樹脂の比率が高くなると、浸漬塗布法によっ
て電荷輸送層を形成する場合、塗布液の粘度が増大するので、塗布速度低下を招き生産性
が著しく悪くなる。また塗布液の粘度の増大を抑えるために塗布液中の溶剤の量を多くす
ると、ブラッシング現象が発生し、形成された電荷輸送層に白濁が発生することがある。
　一方、上記の比率が１０／１２を超えてバインダ樹脂の比率が低くなると、バインダ樹
脂の比率が高いときに比べて耐刷性が低くなり、感光層の摩耗量が増加することがある。
　電荷輸送層は、成膜性、可撓性および表面平滑性を向上させるために、必要に応じて、
可塑剤またはレベリング剤などの添加剤を含有してもよい。
【００４７】
　可塑剤としては、例えばフタル酸エステルなどの二塩基酸エステル、脂肪酸エステル、
リン酸エステル、塩素化パラフィンおよびエポキシ型可塑剤などが挙げられる。
　レベリング剤としては、例えばシリコーン系レベリング剤などが挙げられる。
　電荷輸送層は、電荷発生層と同様に、電荷輸送物質およびバインダ樹脂、必要に応じて
添加剤を適当な有機溶剤中に溶解または分散させて電荷輸送層用塗布液を調製し、この塗
布液を導電性支持体上に形成された電荷発生層の表面に塗布し、次いで乾燥して溶剤を除
去する湿式法により形成することができる。
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【００４８】
　溶剤としては、ベンゼン、トルエン、キシレンおよびモノクロルベンゼンなどの芳香族
炭化水素、ジクロロメタンおよびジクロロエタンなどのハロゲン化炭化水素、ＴＨＦ、ジ
オキサンおよびジメトキシメチルエーテルなどのエーテル類、ならびにＮ,Ｎ－ジメチル
ホルムアミドなどの非プロトン性極性溶剤などが挙げられる。また必要に応じてアルコー
ル類、アセトニトリルまたはメチルエチルケトンなどの溶剤をさらに加えて使用すること
もできる。これらの溶剤の中でも、地球環境に対する配慮から、非ハロゲン系有機溶剤が
好適に用いられる。これらの溶剤は１種を単独でまたは２種以上を組み合わせて使用する
ことができる。
　電荷輸送層の膜厚は、特に限定されないが、好ましくは５～５０μｍ、より好ましくは
１０～４０μｍである。
　電荷輸送層の膜厚が５μｍ未満であると、感光体表面の帯電保持能が低下することがあ
る。また、電荷輸送層の膜厚が５０μｍを超えると、感光体の解像度が低下することがあ
る。
【００４９】
［表面保護層］
　図２および図３は、本発明による電子写真感光体のさらに他の例である構成を簡略化し
て示す概略断面図である。
図２および図３に示す感光体は、図１に示す電子写真感光体１に類似し、対応する部分に
ついては同一の参照符号を付して説明を省略する。
　前記のように、図２および図３の電子写真感光体で注目すべきは、図１の感光体１の電
荷輸送層１６上に最外層として表面保護層１５０が設けられていることである。
【００５０】
　該表面保護層は、上述のフッ素系樹脂粒子と任意に上述の電荷輸送物質とを含有するこ
とを特徴とする。
　表面保護層１５０に使用されるバインダ樹脂としてはポリスチレン、ポリアセタール、
ポリエチレン、ポリカーボネート、ポリアリレート、ポリスルホン、ポリプロピレン、ポ
リ塩化ビニル等の樹脂が有効に使用される。摩耗特性、電気的特性を考慮した場合、ポリ
カーボネート、ポリアリレートが好ましい。これらのバインダは、単独または２種以上の
混合物として用いることができる。
　また、電気特性安定化のために、表面保護層に電荷輸送層と同一の電荷輸送物質を含有
してもよい。
【００５１】
　表面保護層１５０の膜厚は０.１～１０μｍ程度が適当である。さらに１.０～８.０μ
ｍの範囲であることが好ましい。長期的に繰り返し使用される感光体は、機械的に耐久性
が高く、摩耗しにくいものとする。しかし実機内では、帯電部材などから、オゾン及びＮ
Ｏｘガスなどが発生し、感光体の表面に付着する。これらの付着物が存在すると、画像流
れが発生する。この画像流れを防止するためには、感光層をある一定速度以上に摩耗する
必要がある。そのためには、長期的な繰り返し使用を考慮した場合、表面保護層は少なく
とも１.０μｍ以上の膜厚であることが好ましい。また表面保護層の膜厚が１０μｍより
も大きい場合は、残留電位上昇が発生する。
【００５２】
［画像形成装置］
　本発明の画像形成装置は、本発明の感光体と、感光体を帯電させる帯電手段と、帯電さ
れた感光体を露光して静電潜像を形成する露光手段と、露光によって形成された静電潜像
を現像してトナー像を形成する現像手段と、現像によって形成されたトナー像を記録媒体
上に転写する転写手段と、転写されたトナー像を記録媒体上に定着して画像を形成する定
着手段と、感光体に残留するトナーを除去し回収するクリーニング手段と、感光体に残留
する表面電荷を除電する除電手段を少なくとも備えたことを特徴とする。
　図面を用いて本発明の画像形成装置およびその動作について説明するが、以下の記載内
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容に限定されるものではない。
　図４は、本発明の画像形成装置の要部の構成を示す模式側面図である。
【００５３】
　図４の画像形成装置（レーザプリンタ）１００は、本発明の感光体１と、露光手段（半
導体レーザ）３１と、帯電手段（帯電器）３２と、現像手段（現像器）３３と、転写手段
（転写帯電器）３４と、搬送ベルト（図示せず）と、定着手段（定着器）３５、クリーニ
ング手段（クリーナ）３６とを含んで構成される。符号５１は記録媒体（記録紙または転
写紙）を示す。
　感光体１は、図示しない画像形成装置１００本体に回転自在に支持され、図示しない駆
動手段によって回転軸線４４回りに矢符４１方向に回転駆動される。駆動手段は、例えば
電動機と減速歯車とを含んで構成され、その駆動力を感光体１の芯体を構成する導電性支
持体に伝えることによって、感光体１を所定の周速度で回転駆動させる。帯電手段（帯電
器）３２、露光手段（半導体レーザ）３１、現像手段（現像器）３３、転写手段（転写帯
電器）３４およびクリーニング手段（クリーナ）３６は、この順序で、感光体１の外周面
に沿って、矢符４１で示される感光体１の回転方向上流側から下流側に向って設けられる
。
【００５４】
　帯電器３２は、感光体１の外周面を均一に所定の電位に帯電させる帯電手段である。帯
電器としては、非接触帯電方式としては例えばコロナ帯電方式、接触帯電方式としては帯
電ローラーもしくは帯電ブラシによる方式が挙げられる。
　露光手段３１は、例えば、半導体レーザもしくはＬＥＤを光源として備え、光源から出
力される光を、帯電器３２と現像器３３との間の感光体１の表面に照射することによって
、帯電された感光体１の外周面に対して画像情報に応じた露光を施す。光は、主走査方向
である感光体１の回転軸線４４の延びる方向に繰返し走査され、これらが結像して感光体
１の表面に静電潜像が順次形成される。すなわち、帯電器３２により均一に帯電された感
光体１の帯電量が光の照射および非照射によって差異が生じて静電潜像が形成される。
　現像器３３は、露光によって感光体１の表面に形成される静電潜像を、現像剤（トナー
）によって現像する現像手段であり、感光体１を臨んで設けられ、感光体１の外周面にト
ナーを供給する現像ローラ３３ａと、現像ローラ３３ａを感光体１の回転軸線４４と平行
な回転軸線まわりに回転可能に支持すると共にその内部空間にトナーを含む現像剤を収容
するケーシング３３ｂとを備える。
【００５５】
　転写帯電器３４は、現像によって感光体１の外周面に形成される可視像であるトナー像
を、図示しない搬送手段によって矢符４２方向から感光体１と転写帯電器３４との間に供
給される記録媒体である転写紙５１上に転写させる転写手段である。転写帯電器３４は、
例えば、帯電手段を備え、転写紙５１にトナーと逆極性の電荷を与えることによってトナ
ー像を転写紙５１上に転写させる接触式の転写手段である。
　クリーナ３６は、転写帯電器３４による転写動作後に感光体１の外周面に残留するトナ
ーを除去し回収する清掃手段であり、積層型感光体１の外周面に残留するトナーを剥離さ
せるクリーニングブレード３６ａと、クリーニングブレード３６ａによって剥離されたト
ナーを収容する回収用ケーシング３６ｂとを備える。また、このクリーナ３６は、図示し
ない除電ランプと共に設けられる。
【００５６】
　また、画像形成装置１００には、感光体１と転写帯電器３４との間を通過した転写紙５
１が搬送される下流側に、転写された画像を定着させる定着手段である定着器３５が設け
られる。定着器３５は、図示しない加熱手段を有する加熱ローラ３５ａと、加熱ローラ３
５ａに対向して設けられ、加熱ローラ３５ａに押圧されて当接部を形成する加圧ローラ３
５ｂとを備える。
　また、符号３７は転写紙と感光体を分離する分離手段、３８は画像形成装置の各手段を
収容するケーシング（ハウジング）を示す。
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　この画像形成装置１００による画像形成動作は、次のようにして行われる。
【００５７】
　まず、感光体１が駆動手段によって矢符４１方向に回転駆動されると、露光手段３１に
よる光の結像点よりも感光体１の回転方向上流側に設けられる帯電器３２によって、感光
体１の表面が正の所定電位に均一に帯電される。
　次いで、露光手段３１から、感光体１の表面に対して画像情報に応じた光が照射される
。感光体１は、この露光によって、光が照射された部分の表面電荷が除去され、光が照射
された部分の表面電位と光が照射されなかった部分の表面電位とに差異が生じ、静電潜像
が形成される。
　露光手段３１による光の結像点よりも感光体１の回転方向下流側に設けられる現像器３
３から、静電潜像の形成された感光体１の表面にトナーが供給されて静電潜像が現像され
、トナー像が形成される。
【００５８】
　感光体１に対する露光と同期して、感光体１と転写帯電器３４との間に、転写紙５１が
供給される。転写帯電器３４によって、供給された転写紙５１にトナーと逆極性の電荷が
与えられ、感光体１の表面に形成されたトナー像が、転写紙５１上に転写される。
　トナー像の転写された転写紙５１は、搬送手段によって定着器３５に搬送され、定着器
３５の加熱ローラ３５ａと加圧ローラ３５ｂとの当接部を通過する際に加熱および加圧さ
れ、トナー像が転写紙５１に定着されて堅牢な画像となる。このようにして画像が形成さ
れた転写紙５１は、搬送手段によって画像形成装置１００の外部へ排紙される。
　一方、転写帯電器３４によるトナー像の転写後も感光体１の表面上に残留するトナーは
、クリーナ３６によって積層型感光体１の表面から剥離されて回収される。その後、感光
体１はさらに回転駆動され、再度帯電から始まる一連の動作が繰返されて連続的に画像が
形成される。
【実施例】
【００５９】
　以下に実施例および比較例により本発明を具体的に説明するが、これらの実施例により
本発明が限定されるものではない。
【００６０】
電子線照射
　関西電子ビーム株式会社製の１０Ｍｅｖ電子線照射装置を用いて、ポリエチレン製５０
０ｍｌ広角規格瓶にフッ素系樹脂粒子１００ｇを線量計と共に入れ、前記装置にて照射す
る。照射線量の調整は、一定時間照射して線量計で線量を確認する操作の繰り返し（パス
回数）によって行われ得る。なお、照射後、容器内にはフッ化水素ガスが発生しているた
め、注意してガスを抜く必要がある。
【００６１】
実施例１
　酸化チタン（昭和電工株式会社製、商品名：ＴＳ－０４３）３重量部および共重合ポリ
アミド（ナイロン）（アルケマ株式会社製、商品名：Ｍ１２７６）２重量部を、メチルア
ルコール２５重量部に加え、ペイントシェーカにて８時間分散処理して中間層用塗布液３
リットルを調製した。
　得られた中間層用塗布液を、導電性支持体として直径３０ｍｍ、長さ３５７ｍｍのアル
ミニウム製のドラム状支持体を浸漬した後引き上げ、得られた塗膜を自然乾燥させて、導
電性支持体上に膜厚１μｍの中間層を形成した。
　予め、次のようにして電荷発生物質として使用する、下記構造式で示されるオキソチタ
ニルフタロシアニンを得た。
【００６２】
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【化１】

【００６３】
　ジイミノイソインドリン２９.２ｇおよびスルホラン２００ｍｌを混合し、さらにチタ
ニウムテトライソプロポキシド１７.０ｇを加え、窒素雰囲気下、１４０℃で２時間反応
させた。得られた反応混合物を放冷した後、析出物を濾取し、クロロホルムおよび２％の
塩酸水溶液で順次洗浄し、さらに水およびメタノールで順次洗浄し、乾燥させて青紫色の
結晶物２５.５ｇを得た。
　得られた化合物の化学分析の結果、上記構造式で示されるオキソチタニルフタロシアニ
ンであることを確認した（収率８８．５％）。
　得られたチタニルフタロシアニン１重量部およびブチラール樹脂（電気化学工業株式会
社製、商品名：ＢＭ－２）１重量部を、メチルエチルケトン９８重量部に加え、ペイント
シェーカにて２時間分散処理して電荷発生層用塗布液３リットルを調製した。
　得られた電荷発生層用塗布液を、中間層形成の場合と同様の浸漬法で、中間層上に塗布
し、得られた塗膜を自然乾燥させて、膜厚０.３μｍの電荷発生層を形成した。
【００６４】
　次いで、照射線量１０００ｋＧｙで電子線照射した後、純水に１５分浸漬し、その後１
００℃で１時間熱処理した４フッ化エチレン微粒子（平均１次粒径：０．３μｍ、ダイキ
ン工業製商品名：ルブロンＬ－２）５５ｇ、電荷輸送物質としての下記構造式で表される
トリフェニルアミン系化合物（ＴＰＤ）（東京化成工業株式会社製、商品名：Ｄ２４４８
）２００ｇ、Ｚ型ポリカーボネート（帝人化成株式会社製、商品名：ＴＳ２０５０）３０
０ｇ、テトラヒドロフラン２４００ｇに加え、混合し、ボールミルにて１５時間攪拌処理
を行った。得られた混合物を、粒子分散装置（マイクロフルイディックス社製、型式：Ｍ
－１１０Ｐ）を用いて、１Ｐａｓｓ分散処理して電荷輸送層用塗布液２．９ｇを調製した
。
　得られた電荷輸送層用塗布液を、中間層形成の場合と同様の浸漬法で、電荷発生層上に
塗布し、得られた塗膜を１３０℃で１時間乾燥させて、膜厚２５μｍの電荷輸送層を形成
し、図１に示す感光体を得た。
【００６５】

【化２】

【００６６】
実施例２
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　電荷輸送層用塗布液の調製において、照射線量１０００ｋＧｙで電子線照射した後、純
水に１５分浸漬し、その後１００℃で１時間熱処理した４フッ化エチレン微粒子（平均１
次粒径：０．３μｍ、ダイキン工業製商品名：ルブロンＬ－２）に代えて、１０００ｋＧ
ｙで電子線照射した後、純水に１５分浸漬し、その後１００℃で１時間熱処理した４フッ
化エチレン微粒子（平均１次粒径：０．２μｍ、ダイキン工業製商品名：ルブロンＬ－５
）を用いたこと以外は、実施例１と同様にして感光体を作製した。
【００６７】
実施例３
　電荷輸送層用塗布液の調製において、照射線量１０００ｋＧｙで電子線照射した後、純
水に１５分浸漬し、その後１００℃で１時間熱処理した４フッ化エチレン微粒子（平均１
次粒径：０．３μｍ、ダイキン工業製商品名：ルブロンＬ－２）に代えて、１０００ｋＧ
ｙで電子線照射した後、純水に１５分浸漬し、その後１００℃で１時間熱処理した４フッ
化エチレン微粒子（平均１次粒径：０．３μｍ、三井・デュポンフロロケミカル製　商品
名：ＴＰＬ１０Ｆ－１）を用いたこと以外は、実施例１と同様にして感光体を作製した。
【００６８】
実施例４
　電荷輸送層用塗布液の調製において、照射線量１０００ｋＧｙで電子線照射した後、純
水に１５分浸漬し、その後１００℃で１時間熱処理した４フッ化エチレン微粒子（平均１
次粒径：０．３μｍ、ダイキン工業製商品名：ルブロンＬ－２）に代えて、１０００ｋＧ
ｙで電子線照射した後、純水に１５分浸漬し、その後１００℃で１時間熱処理したＰＦＡ
微粒子（平均１次粒径：０．３μｍ、三井・デュポンフロロケミカル製　商品名：ＭＰＥ
－０５６）を用いたこと以外は、実施例１と同様にして感光体を作製した。
【００６９】
実施例５
　電荷輸送層用塗布液の調製において、照射線量１０００ｋＧｙで電子線照射した後、純
水に１５分浸漬し、その後１００℃で１時間熱処理した４フッ化エチレン微粒子（平均１
次粒径：０．３μｍ、ダイキン工業製商品名：ルブロンＬ－２）に代えて、照射線量１０
０ｋＧｙで電子線照射した後、純水に１５分浸漬し、その後１００℃で１時間熱処理した
４フッ化エチレン微粒子（平均１次粒径：０．３μｍ、ダイキン工業製商品名：ルブロン
Ｌ－２）を用いたこと以外は、実施例１と同様にして感光体を作製した。
【００７０】
実施例６
　電荷輸送層用塗布液の調製において、照射線量１０００ｋＧｙで電子線照射した後、純
水に１５分浸漬し、その後１００℃で１時間熱処理した４フッ化エチレン微粒子（平均１
次粒径：０．３μｍ、ダイキン工業製商品名：ルブロンＬ－２）に代えて、１００００ｋ
Ｇｙで電子線照射した後、純水に１５分浸漬し、その後１００℃で１時間熱処理した４フ
ッ化エチレン微粒子（平均１次粒径：０．３μｍ、ダイキン工業製商品名：ルブロンＬ－
２）を用いたこと以外は、実施例１と同様にして感光体を作製した。
【００７１】
実施例７
　電荷輸送層用塗布液の調製において、照射線量１０００ｋＧｙで電子線照射した後、純
水に１５分浸漬し、その後１００℃で１時間熱処理した４フッ化エチレン微粒子（平均１
次粒径：０．３μｍ、ダイキン工業製商品名：ルブロンＬ－２）に代えて、１００００ｋ
Ｇｙで電子線照射した後、純水に浸漬していない４フッ化エチレン微粒子（平均１次粒径
：０．３μｍ、ダイキン工業製商品名：ルブロンＬ－２）を用いたこと以外は、実施例１
と同様にして感光体を作製した。
【００７２】
実施例８
　電荷輸送層用塗布液の調製において、照射線量１０００ｋＧｙで電子線照射した後、純
水に１５分浸漬し、その後１００℃で１時間熱処理した４フッ化エチレン微粒子（平均１
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次粒径：０．３μｍ、ダイキン工業製商品名：ルブロンＬ－２）５５ｇを２７．５ｇに代
えたこと以外は、実施例１と同様にして感光体を作製した。
【００７３】
実施例９
　電荷輸送層用塗布液の調製において、照射線量１０００ｋＧｙで電子線照射した後、純
水に１５分浸漬し、その後１００℃で１時間熱処理した４フッ化エチレン微粒子（平均１
次粒径：０．３μｍ、ダイキン工業製商品名：ルブロンＬ－２）５５ｇを１１０ｇに代え
たこと以外は、実施例１と同様にして感光体を作製した。
【００７４】
実施例１０
　電荷輸送層用塗布液の調製において、照射線量１０００ｋＧｙで電子線照射した後、純
水に１５分浸漬し、その後１００℃で１時間熱処理した４フッ化エチレン微粒子（平均１
次粒径：０．３μｍ、ダイキン工業製商品名：ルブロンＬ－２）５５ｇを２２ｇに代えた
こと以外は、実施例１と同様にして感光体を作製した。
【００７５】
実施例１１
　電荷輸送層用塗布液の調製において、照射線量１０００ｋＧｙで電子線照射した後、純
水に１５分浸漬し、その後１００℃で１時間熱処理した４フッ化エチレン微粒子（平均１
次粒径：０．３μｍ、ダイキン工業製商品名：ルブロンＬ－２）５５ｇを１３７ｇに代え
たこと以外は、実施例１と同様にして感光体を作製した。
【００７６】
実施例１２
　電荷輸送層用塗布液の調製において、分散剤としてフッ素系クシ型グラフトポリマー（
東亜合成製：ＧＦ４００）を１．１ｇ添加したこと以外は、実施例１と同様にして感光体
を作製した。
【００７７】
実施例１３
　電荷輸送層用塗布液の調製において、電荷輸送物質としてのトリフェニルアミン系化合
物（ＴＰＤ）（東京化成工業株式会社製、商品名：Ｄ２４４８）を下記構造式のトリフェ
ニルアミン系化合物（ＴＰＤ）（高砂香料工業製）に代えたこと以外は、実施例１と同様
にして感光体を作製した。
【００７８】
【化３】

【００７９】
実施例１４
　電荷輸送層用塗布液の調製において、電荷輸送物質としてのトリフェニルアミン系化合
物（ＴＰＤ）（東京化成工業株式会社製、商品名：Ｄ２４４８）を下記構造式のスチルベ
ン化合物（高砂香料工業製）に代えたこと以外は、実施例１と同様にして感光体を作製し
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た。
【００８０】
【化４】

【００８１】
実施例１５
　電荷輸送層用塗布液の調製において、Ｚ型ポリカーボネート（帝人化成株式会社製、商
品名：ＴＳ２０５０）を特殊ポリカーボネート（出光興産株式会社製、商品名：ＳＨ５０
０）に代えたこと以外は、実施例１と同様にして感光体を作製した。
【００８２】
実施例１６
　実施例１と同様に、中間層および電荷発生層を３５７ｍｍのアルミニウム製のドラム状
支持体を浸漬して形成した。次いで、電荷輸送物質として上述のトリフェニルアミン系化
合物（ＴＰＤ）（東京化成工業株式会社製、商品名：Ｄ２４４８）１００ｇ、ポリカーボ
ネート樹脂（ＴＳ２０５０：帝人化成社製）１５０ｇ、シリコンオイルＳＨ２００（東レ
・ダウコーニング社製）０.０２ｇを混合し、テトラヒドロフラン１０５０ｇを溶剤とし
て電荷輸送層形成用塗工液を調製した。この電荷輸送層形成用塗工液を浸漬法で、先に設
けた電荷発生層表面に塗布し、１２０℃で１時間乾燥して膜厚２０μｍの電荷輸送層を形
成した。
【００８３】
　次いで照射線量１０００ｋＧｙで電子線照射した後、純水に１５分浸漬し、その後１０
０℃で１時間熱処理した４フッ化エチレン微粒子（平均１次粒径：０．３μｍ、ダイキン
工業製商品名：ルブロンＬ－２）８８ｇ、電荷輸送物質としての上述のトリフェニルアミ
ン系化合物（ＴＰＤ）（東京化成工業株式会社製、商品名：Ｄ２４４８）１５０ｇ、Ｚ型
ポリカーボネート（帝人化成株式会社製、商品名：ＴＳ２０５０）３５０ｇ、テトラヒド
ロフラン２４００ｇに加え、混合し、ボールミルにて１５時間攪拌処理を行った。得られ
た混合物を、粒子分散装置（マイクロフルイディックス社製、型式：Ｍ－１１０Ｐ）を用
いて、１Ｐａｓｓ分散処理して表面保護層用塗布液２．９ｇを調製した。
　得られた表面保護層用塗布液を、中間層形成の場合と同様の浸漬法で、電荷輸送層上に
塗布し、得られた塗膜を１３０℃で１時間乾燥させて、膜厚５μｍの表面保護層を形成し
た。
【００８４】
比較例１
　電荷輸送層用塗布液の調製において、電子線照射、純水への浸漬および熱処理をしてい
ない４フッ化エチレン微粒子（平均１次粒径：０．３μｍ、ダイキン工業製商品名：ルブ
ロンＬ－２）を用いたこと以外は、実施例１と同様にして感光体を作製した。
【００８５】
比較例２
　電荷輸送層用塗布液の調製において、照射線量１０００ｋＧｙで電子線照射した後、純
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水に１５分浸漬し、その後１００℃で１時間熱処理した４フッ化エチレン微粒子（平均１
次粒径：０．３μｍ、ダイキン工業製商品名：ルブロンＬ－２）に代えて、照射線量５０
ｋＧｙで電子線照射した後、純水に１５分浸漬し、その後１００℃で１時間熱処理した４
フッ化エチレン微粒子（平均１次粒径：０．３μｍ、ダイキン工業製商品名：ルブロンＬ
－２）を用いたこと以外は、実施例１と同様にして感光体を作製した。
【００８６】
比較例３
　電荷輸送層用塗布液の調製において、照射線量１０００ｋＧｙで電子線照射した後、純
水に１５分浸漬し、その後１００℃で１時間熱処理した４フッ化エチレン微粒子（平均１
次粒径：０．３μｍ、ダイキン工業製商品名：ルブロンＬ－２）に代えて、照射線量２０
０００ｋＧｙで電子線照射した後、純水に１５分浸漬し、その後１００℃で１時間熱処理
した４フッ化エチレン微粒子（平均１次粒径：０．３μｍ、ダイキン工業製商品名：ルブ
ロンＬ－２）を用いたこと以外は、実施例１と同様にして感光体を作製した。
【００８７】

【表１】

【００８８】
［評価］
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　作製した実施例１～１６および比較例１～３の各感光体を、試験用に改造したデジタル
複写機（シャープ株式会社製、型式：ＭＸ－５１１１ＦＮ）の黒色用ユニットに装着し、
３０万枚画像形成することにより、以下のようにして、耐刷性、電気特性（感度）、キズ
に伴うスジ状不良を評価した。
【００８９】
［耐刷性］
　デジタル複合機に備わるクリーニング器のクリーニングブレードが、感光体に接する圧
力、いわゆるクリーニングブレード圧を２１ｇｆ／ｃｍ（２．０６×１０-1Ｎ／ｃｍ：初
期線圧）に調整した。Ｎ／Ｎ環境下で、文字テストチャート（ＩＳＯ１９７５２）を記録
紙３０万枚に印刷することで、耐刷試験を行なった。
　耐刷試験開始時と３万枚画像形成後の感光層の厚みを、膜厚測定装置（フィルメトリッ
クス社製、型式：Ｆ－２０－ＥＸＲ）を用いて測定した。
　耐刷試験開始時の膜厚と３０万枚画像形成後の膜厚との差から、感光体ドラム１０万回
転あたりの削れ量を求め、得られた削れ量から下記の基準で耐刷性を評価した。
　なお、削れ量が多い程、耐刷性が悪いと評価した。
【００９０】
＜判定基準＞
　　Ａ：削れ量＜０．６μｍ／１０万回転
　　Ｂ：０．６μｍ／１０万回転≦削れ量＜０．９μｍ／１０万回転
　　Ｃ：０．９μｍ／１０万回転≦削れ量
【００９１】
［電気特性評価］
　試験用のデジタル複写機から現像器を取り外し、代わりに現像部位に表面電位計（トレ
ック・ジャパン社製、型式：ｍｏｄｅｌ ３４４）を取り付けた。この複写機を用いて、
温度２５℃、相対湿度５０％の常温／常湿（Ｎ／Ｎ：Normal Temperature／Normal Humid
ity）環境中において、レーザ光による露光を施さなかった場合の感光体の表面電位を－
６００Ｖに調整した。その状態でレーザ光により露光（０.４μＪ／ｃｍ2）を施した場合
の感光体の表面電位を露光電位ＶＬ（Ｖ）として測定した。
　得られたＶＬから下記の基準で感度を評価した。この露光電位ＶＬの絶対値が小さい程
、高感度であると評価した。
【００９２】
＜判定基準＞
　　Ａ：｜ＶＬ｜＜１００（Ｖ）
　　Ｂ：１００（Ｖ）≦｜ＶＬ｜＜１３０（V）
　　Ｃ：１３０（Ｖ）≦｜ＶＬ｜
【００９３】
［スジ状不良］
　耐刷試験後の感光体のスジ状不良発生レベルを確認するために、３０万枚画像形成後の
感光体をデジタル複写機にセットし、Ａ４用紙にハーフトーン画像を５枚出力しスジの発
生度合いを以下の評価基準に基づいて評価した。
Ａ：問題なし。
Ｂ：うっすら白スジ、黒スジが見られる（実使用では問題なし）。
Ｃ：白スジ、黒スジが見られる（実使用上問題あり）。
【００９４】
　以上の評価結果を表２に示す。
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【表２】

【００９５】
　表２の結果から、次のことがわかる。
（１）最外層に照射線量１００ｋＧｙ～１００００ｋＧｙの電子線で照射したフッ素系樹
脂粒子を含有する感光体（実施例１～１６）は、電子線を照射していないフッ素系樹脂微
粒子を含有する感光体（比較例１）よりも、電気特性、耐刷性およびスジ状不良の全てが
良好であることがわかる。
（２）電子線を照射していないフッ素樹脂微粒子を含有する感光体（比較例１）は、感光
体上にキズによるスジ状不良が問題となることがわかる。
【００９６】
（３）電子線の照射線量が１００ｋＧｙ～１００００ｋＧｙにないフッ素系樹脂微粒子を
含有した場合（比較例２および３）、耐刷性とスジ状不良の両立が出来ないことがわかる
。
（４）最外層に照射線量１００ｋＧｙ～１００００ｋＧｙの電子線で照射した後、含水処
理しないフッ素系樹脂粒子を含有する感光体（実施例７）は、含水処理したものに比べス
ジ状不良が発生しやすいことがわかる。
【００９７】
（５）フッ素系樹脂粒子の含有量が最外層の全固形分に対して４．０～２５．０重量％で
あれば（実施例１～１６）、電気特性、耐刷性およびスジ状不良が高レベルであることが
わかる。
（６）表面層の電荷輸送材料種やバインダ種によらず（実施例１３～１５）、照射線量１
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００ｋＧｙ～１００００ｋＧｙの電子線で照射したフッ素系樹脂粒子を含有することは、
電気特性、耐刷性およびスジ状不良に対して有用な手段であることがわかる。
【符号の説明】
【００９８】
　１、２、３　電子写真感光体
　１１　導電性支持体
　１２　電荷発生物質
　１３　電荷輸送物質
　１４　感光層（積層型感光層）
　１５　電荷発生層
　１６　電荷輸送層
　１７　バインダ樹脂（結着樹脂）
　１８　中間層（下引き層）
　２０　フッ素系樹脂粒子
　３１　露光手段（半導体レーザ）
　３２　帯電手段（コロナ帯電器）
　３３　現像手段（現像器）
　３３ａ　現像ローラ
　３３ｂ　ケーシング
　３４　転写手段（転写帯電器）
　３５　定着手段（定着器）
　３５ａ　加熱ローラ
　３５ｂ　加圧ローラ
　３６　クリーニング手段（クリーナ）
　３６ａ　クリーニングブレード
　３６ｂ　回収用ケーシング
　３７　分離手段
　３８　ケーシング（ハウジング）
　４１、４２　矢符
　４４　回転軸線
　５１　記録媒体（記録紙または転写紙）
　１００　画像形成装置（レーザプリンタ）
　１５０　表面保護層
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【図３】
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